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○渋川市長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則 

平成２１年７月１日 

規則第３０号 

改正 平成２７年３月１７日規則第２２号 

平成２８年４月１日規則第６２号 

令和３年９月２８日規則第３３号 

令和４年２月１０日規則第１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年

法律第８７号。以下「法」という。）、長期優良住宅の普及の促進に関す

る法律施行規則（平成２１年国土交通省令第３号。以下「省令」という。）

及び渋川市長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料条例（平成

２１年渋川市条例第３４号。以下「条例」という。）の施行に関し、長期

優良住宅の普及の促進に関する法律施行令（平成２１年政令第２４号）に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（法第６条第１項第３号の認定基準） 

第２条 法第６条第１項第３号に掲げる基準の認定は、次のとおりとする。 

（１） 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１２条の４第１項第

１号に規定する地区計画のうち、同法第１２条の５第２項第１号に規定

する地区整備計画が定められている区域内において、申請建築物が当該

地区計画中の建築物に関する事項（建築物の敷地、構造、建築設備、用

途又は形態意匠についての制限に限る。）に適合しない場合は、原則と

して長期優良住宅建築等計画の認定をしないものとする。ただし、市長

が支障のないことを証するときは、この限りでない。 

（２） 次に掲げる区域内に申請建築物の建築予定地が在する場合は、原

則として長期優良住宅建築等計画の認定をしないものとする。ただし、

イの区域で土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第７６条の許

可を得ているものは、この限りでない。 

ア 都市計画法第４条第６項に規定する都市計画施設の区域 
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イ 土地区画整理事業の区域 

（平２８規則６２・令３規則３３・令４規則１・一部改正） 

（法第６条第１項第４号の認定基準） 

第２条の２ 法第６条第１項第４号に掲げる基準は、申請建築物が次に掲げ

る区域に建築されるものでないこととする。ただし、宅地の安全化を図る

開発行為等により、これらの区域の指定が解除されることが決定している

場合又は短期間のうちにこれらの区域の指定が解除されることが確実と見

込まれる場合その他市長が申請建築物について長期にわたり良好な状態で

使用するために必要な措置が講じられていると認める場合にあっては、こ

の限りでない。 

（１） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第３９条第１項に規定

する災害危険区域 

（２） 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項に規

定する地すべり防止区域 

（３） 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律

第５７号）第３条第１項に規定する急傾斜地崩壊危険区域 

（４） 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第９条第１項に規定する土砂災害特別警

戒区域 

（５） その他市長が必要と認める区域 

（令４規則１・追加） 

（市長が必要と認める図書） 

第３条 省令第２条第１項に規定する市長が必要と認める図書は、次のとお

りとする。 

（１） 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号。

以下「品確法」という。）第４４条第３項に規定する登録住宅型式性能

認定等機関（以下「登録住宅型式性能認定等機関」という。）が行う品

確法第３１条第１項に規定する住宅型式性能認定（登録住宅型式性能認

定等機関が行うこれと同等の確認を含む。以下同じ。）を受けた型式に
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適合する住宅又は住宅型式性能認定を受けた型式に適合する住宅の部分

を含む住宅にあっては、当該登録住宅型式性能認定等機関が交付する住

宅の品質確保の促進等に関する法律施行規則（平成１２年建設省令第２

０号。以下「品確法施行規則」という。）第４１条第１項に規定する住

宅型式性能認定書（登録住宅型式性能認定等機関が交付するこれと同等

の確認書を含む。以下同じ。）の写し 

（２） 住宅である認証型式住宅部分等（品確法第４０条第１項に規定す

る認証型式住宅部分等をいう。以下同じ。）又は住宅の部分である認証

型式住宅部分等を含む住宅にあっては、品確法施行規則第４５条第１項

に規定する型式住宅部分等製造者認証書の写し 

（３） 長期優良住宅建築等計画の認定に係る審査に当たり、長期使用構

造等とするための措置及び維持保全の方法の基準を定める件（平成２１

年国土交通省告示第２０９号）第３に定める長期使用構造等とするため

の措置と同等以上の措置が講じられていることの審査を要する場合にあ

っては、長期使用構造等とするための措置と同等以上の措置が講じられ

ている旨を説明した図書（品確法第５９条第１項に規定する登録試験機

関（以下「登録試験機関」という。）が行う品確法第５８条第１項に規

定する特別評価方法認定のための審査に係る特別の建築材料若しくは構

造方法又は特別の試験方法若しくは計算方法に関する試験、分析又は測

定（登録試験機関が行うこれと同等の試験を含む。以下「試験等」とい

う。）を受けたときは、当該特別の建築材料若しくは構造方法又は特別

の試験方法若しくは計算方法に関する試験等の結果の証明書） 

（４） 法第６条第１項第３号に掲げる基準に適合することを証する図書 

（５） 法第６条第１項第４号に掲げる基準に適合することを証する図書 

（平２７規則２２・令４規則１・一部改正） 

（市長が不要と認める図書） 

第４条 省令第２条第３項に規定する市長が不要と認める図書は、次に掲げ

る事項を明示することを要しないものとすることにより、図書に明示すべ

き事項の全てについて明示することを要しないこととなる図書とする。 
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（１） 前条第１号の住宅型式性能認定書の写しを添えたものにあっては、

長期優良住宅建築等計画の認定申請に係る図書に明示すべき事項のうち、

当該住宅型式性能認定書において、住宅性能評価（品確法第５条第１項

に規定する住宅性能評価をいう。次号において同じ。）（登録住宅型式

性能認定等機関が交付した住宅型式性能認定書と同等の確認書において

は、長期優良住宅建築等計画の認定）の申請において明示することを要

しない事項として指定されたもの 

（２） 前条第２号の型式住宅部分等製造者認証書の写しを添えたものに

あっては、長期優良住宅建築等計画の認定申請に係る図書に明示すべき

事項のうち、当該型式住宅部分等製造者認証書において、住宅性能評価

の申請において明示することを要しない事項として指定されたもの 

（平２７規則２２・令３規則３３・令４規則１・一部改正） 

（申請書等の提出部数） 

第５条 市長に提出する省令第２条第１項に規定する申請書の正本及び副本

の部数は、正本１部、副本１部とし、それぞれに添付図書（同項に規定す

る添付図書をいう。以下同じ。）を添えるものとする。 

２ 市長に提出する省令第８条に規定する申請書の正本及び副本の部数は、

正本１部、副本１部とし、それぞれに添付図書のうち変更に係るものを添

えるものとする。 

（認定しない旨の通知） 

第６条 市長は、法第５条第１項から第５項までの規定により申請された長

期優良住宅建築等計画が法第６条第１項第１号から第７号までに掲げる基

準に適合しないと認めるとき又は法第６条第６項に規定する通知書の交付

を受けたときは、認定しない旨の通知書（様式第１号）により申請者に通

知するものとする。法第８条第１項の変更の認定についても、同様とする。 

（令４規則１・一部改正） 

（工事完了報告書） 

第７条 認定計画実施者は、認定長期優良住宅の建築が完了したときは、速

やかに、工事完了報告書（様式第２号）に建築士（建築士法（昭和２５年
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法律第２０２号）第２条第１項に規定する建築士をいう。）が作成した工

事監理報告書（建築士法施行規則（昭和２５年建設省令第３８号）第１７

条の１５に規定する工事監理報告書をいう。）を添えて、市長に報告しな

ければならない。 

（取下げ届） 

第８条 申請者は、省令第２条第１項又は第８条の申請書を提出した後、計

画の認定を受けるまでの間に、当該長期優良住宅建築等計画の実施を取り

やめたときは、速やかに、取下げ届（様式第３号）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

（取りやめ届） 

第９条 認定計画実施者は、認定長期優良住宅の建築又は維持保全を取りや

めたときは、速やかに、取りやめ届（様式第４号）に省令第６条に規定す

る通知書を添えて、市長に提出しなければならない。 

（認定の取消し） 

第１０条 市長は、法第１４条第１項の規定により計画の認定を取り消した

ときは、認定計画実施者に対し認定取消通知書（様式第５号）を交付する

ものとする。 

（許可申請に係る図書） 

第１１条 省令第１８条第１項に規定する市長が規則で定める図書又は書面

は、次のとおりとする。 

（１） 付近見取図 

（２） 配置図 

（３） 各階平面図 

（４） ２面以上の立面図 

（５） 断面図 

（６） その他市長が必要と認めるもの 

（令４規則１・追加） 

（手数料の一部の納付を要しないこととなる図書） 

第１２条 条例第２条第５項に規定する当該申請住宅の構造及び設備が長期
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使用構造等であることを証する図書として市長が認めるものは、品確法第

６条の２第５項の確認書若しくは住宅性能評価書又はこれらの写しとする。 

（平２７規則２２・一部改正、令４規則１・旧第１１条繰下・一部

改正） 

（委任） 

第１３条 この規則に定めるもののほか、法、省令及び条例の施行に関し必

要な事項は、市長が別に定める。 

（令４規則１・旧第１２条繰下） 

附 則 

この規則は、平成２１年７月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月１７日規則第２２号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年４月１日規則第６２号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年９月２８日規則第３３号） 

この規則は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２０条第１項の

規定に基づく渋川都市計画渋川駅西側地区地区計画及び渋川都市計画八木原

駅周辺地区地区計画に関する都市計画の決定の告示の日から施行する。 

附 則（令和４年２月１０日規則第１号） 

この規則は、令和４年２月２０日から施行する。 
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様式第１号（第６条関係） 

（令４規則１・全改） 

様式第２号（第７条関係） 

（令３規則３３・全改） 

様式第３号（第８条関係） 

（令３規則３３・全改） 

様式第４号（第９条関係） 

（令３規則３３・全改） 

様式第５号（第１０条関係） 

（令４規則１・全改） 

 


